
平成１４年９月２０日 

 

企業会計基準委員会 御中 

 

社団法人 日本貿易会 

経 理 委 員 会 

                     

｢連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その１)(公開草案)｣ 

に対する意見 

 

 拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 本年 8月 29 日に貴会より公表されました掲題公開草案に対しまして、意見を表明する

機会を頂き感謝致します。 

 

当会おいて検討致しました結果、次の通り意見を提出させて頂きますので、今後の審

議においてご配慮頂きたく、よろしくお願い申し上げます。 

敬 具 
 

記 

 

１．簡便的計算方法 

本案の取扱いは理論的には妥当なものであるが、連結納税額及び個別帰属税額等の確

定には相当の時間･労力を要するものと考えられ、時間的制約のある中で理論通りの

対応は不可能である。従って、実務上の観点より何らかの簡便的計算方法を認めて頂

きたい。 

 

２．繰延税金資産の回収可能性 

Ｑ１では、連結納税主体の法人税に係る繰延税金資産について『連結納税主体を一

体として回収可能性を判断する』とされている。これに加えて、連結所得を考慮の

上、改めて連結納税会社の個別財務諸表における繰延税金資産の回収可能性を判断

する必要があるとされているが、その理由の明確化と具体的手続きを例示願いたい。 

 

３．具体的な例示 

(1)会計処理に関するＱ＆Ａについては、連結納税主体としての処理、及び各連結納

税会社の個別財務諸表(親会社及び子会社)における処理に分け、夫々に関し具体

例を以って解説するなど実務上の理解を図る様、配慮願いたい。 

(2)｢決算日以外の日に連結納税に加入した場合の取込期間の差異に係る法人税等(Ｑ

９)｣、及び｢決算日に差異がある場合の連結納税子会社の会計期間に対応する個別帰

属額相当額(Ｑ１２)｣の算定に関し、合理的な算定方法を具体的に例示願いたい。 

 

以   上 
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